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研究成果の概要（和文）： 
本課題では，建築プロジェクトにおいて企画から竣工後までを通して，かつ複数の主体

にまたがってリスク分析を行ってきた。従来，リスク事象と設計基準等は別々のソフトウ
ェアやウィンドウで参照されており，関連づけるために手間を要していた。本課題では，
リスク事象と設計基準等の情報リンクを設定し，設計者などが体系的に把握できるような
リスクマネジメントシステムを開発した。平成２１年度の段階で試作システムを開発し，
平成２２年度以降は，これを用いて，建築企画，建築設計，建築施工，維持管理に関与す
る事業者間でリスク情報を共有・更新し，どの段階でどのような対策を講じるべきかとい
う改善方法を各主体に向けて発信してきた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The view of "Life cycle risk management" that contains after a super-high-rise residence is 
completed as well as design and construction phases becomes more important these days. Risk 
taking of developer and transparency of cost is requested. In a construction project of a 
super-high-rise residence, the project manager needs to form the long-term risk management plan 
which covers the problems from the beginning to the time of demolition. It is also inevitable for 
architects/engineers, general contractors, and construction managers to make quantitative risk 
management and to keep clear contingency cost. On the other hand, it is said that the large-scale 
earthquakes will occur within 30 years in the future in Kinki region. This research deals risk 
evaluation after a super-high-rise condominium is completed. The individual variation of the 
human judgment is excluded, and scientific analysis is improved. Risk factors and their 
management system are examined at the first stage of this research. Then the system which 
supports a risk strategy effectively is developed as a project becomes complex. Through the life 
cycle of a specific super-high-rise residence project, risk events are specified from a viewpoint of 
each participant. Next, the database is developed which has various kinds of information about the 
risks, and the mathematical model is formulated which choose the combination of the optimal 
strategy against a risk quantitatively within a fixed risk strategy budget. Finally, the project life 
cycle risk management system is developed which consists of them. 
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１．研究開始当初の背景 
超高層集合住宅のリスク対策に関しては，

新築工事を H15 基盤研究で，竣工後を H18
基盤研究で調査分析対象とし，リスク事象の
網羅的な把握，科学的リスク管理手法の開発，
リスク対策の費用対効果の評価などの成果
をあげている。しかし，これらの成果は供給
側の管理技術向上には役立つが，住宅市場を
通じて入居者に認識され，良質な住宅として
普及しなければ効果がない。 
 それには住宅の立地条件・建物仕様の危険
度を他の物件と相対的に比較可能とし，リス
ク対策に積極的な事業者が評価されるしく
みが必要である。また，頻発する事故・被害
に対して「想定外」とせず，新たに対策を開
発する姿勢も求められる。 
 よって，本研究課題では，定量化，創発評
価，情報開示を新たな課題として検討すべき
と考えた。 
 単体としての超高層集合住宅のリスク事
象については，これまでの調査研究成果を活
用する。本研究課題では，立地条件の危険度
評価，想定外とされるリスクの創発方法，情
報開示システムの開発に新たに取り組み，一
連の研究成果の社会還元を試みた。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は，次の３項目である。 
(1)超高層集合住宅の立地条件・建物仕様ご
とのリスク・危険度の定量化 
•Event Tree を用いた火災・地震・土砂崩れ・
水害に対する立地危険度の定量化 
•建物へのリスク対策による立地危険度の低
減効果の定量化 
(2)想定外のリスクを含めたリスク対策の創
発と評価 
•シナリオ創発，認知科学の応用による想定
外のリスク事象の抽出 
•通常は想定しないが致命的なリスク事象の
定量的評価とリスク対策の検討 
(3)ハザードマップおよびインターネット
(wiki)による情報開示システムの開発 
•地理情報システム上での公的ハザードマッ
プと上記(1)の成果の統合 
•インターネット(wiki)でのリスク対策の知
識情報の構造化と実装 
 
３．研究の方法 

研究目的について、①～⑥および⑦「まと
め」にわけて実施した。 
(1)超高層集合住宅の立地条件・建物仕様ご

とのリスク・危険度の定量化 
 ①Event Tree を用いた火災・地震・土砂崩
れ・水害に対する立地危険度の定量化 
 ②建物へのリスク対策による立地危険度
の低減効果の定量化 
(2)想定外のリスクを含めたリスク対策の創
発と評価 
 ③シナリオ創発，認知科学の応用による想
定外のリスク事象の抽出 
 ④通常は想定しないが致命的なリスク事
象の定量的評価とリスク対策の検討 
(3)ハザードマップおよびインターネット
(wiki)による情報開示システムの開発 
 ⑤地理情報システム上での公的ハザード
マップと上記１）の成果の統合 
 ⑥インターネット(wiki)でのリスク対策
の知識情報の構造化と実装 
＜平成２１年度＞ 
①Event Tree を用いた火災・地震・土砂崩れ・
水害に対する立地危険度の定量化 
大阪市内の特定の超高層集合住宅を対象事
例として，以下の検討を行った。 
•火災の発生過程の Event Tree 展開ならびに
各 Event の故障の木 (Fault Tree) 解析 
•長周期を含む地震による構造的被害，地盤
被害，非構造部被害の想定・定量化 
•土砂崩れによる被害の想定ならびに派生す
る被害の Event Tree 展開 
•津波，内水氾濫，洪水などの水害による被
害の想定ならびに派生する被害のEvent Tree
展開 
③シナリオ創発，認知科学の応用による想定
外のリスク事象の抽出 
•新築工事・竣工後のリスク事象のシナリオ
マップ展開による，想定外だったリスクの探
索 
•新築工事・竣工後のリスク対策では対応し
ていないリスク事象の抽出 
＜平成２２年度＞ 
②建物へのリスク対策による立地危険度の
低減効果の定量化 
•消火設備など防火リスク対策の費用対効果
と実効性の検討 
•免震構造など構造リスク対策の費用対効果
と実効性の検討 
•地盤改良など地盤リスク対策の費用対効果
と実効性の検討 
•止水装置など防水リスク対策の費用対効果
と実効性の検討 
与条件としての立地危険度を，リスク対策に
よってどの程度低減できるか／できないか



を示す。 
④通常は想定しないが致命的なリスク事象
の定量的評価とリスク対策の検討 
•紛争処理，訴訟判例データベース等からの，
事業主の損害賠償事例収集 
•(独)製品評価技術基盤機構・事故情報収集
制度による昇降機，設備の人身事故事例収集 
•偽装，テロ，法的強制執行によるカタスト
ロフィック・リスク事例収集 
•影響の定量的評価，ならびに事後対策を含
むリスク対策の策定 
•関連する保険制度の調査および対策費用を
担保する手段としての有効性と限界の評価 
＜平成２３年度＞ 
⑤地理情報システム上での公的ハザードマ
ップと前述(1)の成果の統合 
•中央防災会議，大阪府庁，大阪市危機管理
室の公表しているハザードマップの収集 
•フリーウェアによる前述(1)の立地危険度
の地図表示，リスク対策による低減効果の表
示 
•公的ハザードマップとの統合 
⑥インターネット(wiki)でのリスク対策の
知識情報の構造化と実装 
•プロジェクトプロセス，担当主体，契約上
の業務，リスク領域別の知識情報の構造化 
•wiki によるハザードマップを含む Content 
Management System の実装，web ページの発
行 
•関係者内での web ページの公開と入出力の
操作性・利便性，計算速度の向上 
⑦研究成果とりまとめ 
 
４．研究成果 

建築プロジェクトにおいて，リスクはプロ
ジェクト全体を通して発生し，かつ様々な主
体が関係している。プロジェクト・リスクは
災害に加えて，品質やコスト，工事遅延等が
存在し，さらに最近では騒音・土壌汚染等の
環境問題，救急車の出動に至る重大な事故の
発生，完成した建築物の瑕疵や維持管理に対
するクレーム・訴訟等，ますます多様化して
いる。とりわけ，超高層集合住宅のプロジェ
クトでは，超高層であるという理由から，長
い工期を要し，通常の集合住宅よりも概して
高い付加価値を持った建築物を供給する必
要がある。さらに，分譲である場合には，完
成物件の所有者である入居者からの直接的
クレームが多数管理会社に寄せられること
になる。 

初年度は，関係者のヒアリングによってこ
のような現状を把握したうえで，建築プロジ
ェクトにおいてプロジェクト全体（企画から
竣工後まで）を通して，かつ複数の主体にま
たがってリスク分析を行うこととした。しか
し，従来，これらのリスク事象と設計基準等
は別々のソフトウェアやウィンドウで参照

されており，関連づけるために手間を要して
いた。本研究では，リスク事象と設計基準等
の情報リンクを設定し，設計者などが体系的
に把握できるようなリスクマネジメントシ
ステムを開発する。今年度の段階で試作シス
テムを開発し，これを用いて，建築企画，建
築設計，建築施工，維持管理に関与する事業
者間でリスク情報を共有・更新し，どの段階
でどのような対策を講じるべきかという改
善方法を各主体に向けて発信することによ
り，今後の同種のプロジェクトに関わるリス
クを低減することを可能にした。 
第二年度は，超高層集合住宅の企画，設計，

施工，維持管理のライフサイクルを通じてリ
スク事象を収集・整理し，設計基準等の情報
リンクを設定して，設計者などがリスク事象
の因果関係を体系的に把握できるような，リ
スク情報共有システムを開発した。 
まず，竣工後のリスク情報のうち，建築プ

ロジェクトに携わる主体にとって関連の深
い｢裁判に関する事例｣，裁判には至っていな
いが，生産プロセスに起因する｢生活事故に
関する事例｣について調査を行った。次に，
必要な情報を効果的に検索するシステムに
ついても検討を行った。そして，リスク対策
のテキストについては，検索・集約の結果を
事典のように Web 上に公開し，事業主，CMr 
等の担当者が編集・更新できるようにした。 
 本研究では，Web コンテンツ管理システム
wiki を用いた。wiki は複数人が共同で Web 
サイトを構築していく利用法を想定してお
り，閲覧者が簡単にページを修正したり，新
しいページを追加したりできるようになっ
ている。編集者をパスワードなどで制限した
り，編集できないよう凍結することもできる。
今年度は，livedoor wiki を用いて，システ
ムを開発・運用した。超高層集合住宅の生産
プロセスに関与し，リスク事例情報を知らせ
るべき対象は，企画，設計，施工，維持管理
の各段階で異なっている。各段階の業務内容
は，主に各主体の有資格者が，業務を行う上
で参照すると考えられる指針に記載されて
おり，ここにフィードバックできれば有効で
はないかと考えられる。集合住宅の企画を行
う主体は，事業主（マンションデベロッパー
等）と考えられるが，必要な資格や，共通の
指針は見当たらない。各企業独自の指針は，
営業ノウハウとして一般には開示されてい
ない。したがって，知識のオープンな共有を
どこまで進められるかが課題となる。 
最終年度は、前年度までに構築したシステ

ムに対する実務者の意見を集約し、システム
の機能面において必要とされる改善と追加
を行った。ここで実務者とは、発注者、CMr、
管理会社を対象とした。システムの主な改善
点は、以下の通りであった。 
設計基準について、各社で蓄積される事例



の量が膨大になり、認識できる限界を超える
ため、かえって個人の経験に頼ってしまうこ
とが指摘された。検索方法の一層の高度化、
自社に影響する事例のみの抽出、リスク情報
を表示する際に確率や影響度を明示するな
ど、優先順位の付与が求められた。特に集合
住宅では、管理責任の範囲を意識して、専有
部と共用部の事例を区別すべきであること
が強調された。 

他方、開発したシステムの利点として、例
えば管理会社が入力・編集したページを、発
注者が参照するなど、連絡手段として使うこ
とができることが明らかになった。また、加
筆者の属性情報を明確にした上で知識の集
約を行えば、各リスク事象に対して各主体が
どのような考えを持っているのかを知るこ
とができ、円滑にプロジェクトを進行させる
手助けとなる。こうして、従来は個人の経験
の範囲に限定されていたものが、システムに
よって多数の人間の経験を共有できるよう
になり、一定の利用価値が認められた。 

さらに、システムを運用する上で、居住者
からのクレームに関する情報の重要性が指
摘された。クレーム情報への対応方法（例え
ば関係者への注意喚起、居住者を安心させる
方策、居住者への謝罪等の選択）を支援する
しくみをあらかじめ用意しておくことが、実
務者より提案された。 
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